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１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

    （注）１  普通会計とは、地方公共団体間の財政状況を比較するために用いる会計です。

    　　　２　人件費Ｂには特別職に支給される給与、報酬等を含みます。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　（注）　１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　　　　２　職員数は、平成31年４月１日現在の人数です。

　　　　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用短時間勤務職員の給与費が含まれますが、

　　　　　　　　職員数には当該職員を含んでいません。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

   （注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）

　　　　　 を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算し

　　　　　 た指数です。

　　　　 ２　()書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当

　 　　　　を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正した

           ラスパイレス指数です。（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に

           基づく地域手当支給率）により算出。）

　　　   ３　中核市平均とは、中核市のラスパイレス指数を単純平均したものです。

※　令和２年４月１日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③
100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

令和元年度 1,659人 6,780,126千円 1,453,104千円 2,762,170千円 10,995,400千円 6,628千円 6,444千円

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　計　　　Ｂ

11.9%

（令和2年１月１日）

区　分 職員数 給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費 一人当たり給与費 (参考)中核市平均

令和元年度 305,311人 128,833,584千円 852,670千円 15,122,876千円 11.7%

区　分 住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人 件 費 率 （参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 前年度の人件費率

100.1 
100.2 

99.1 

99.8 
100.2 

99.1 

99.5 
99.9 
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99.6 99.9 
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R2.4.1
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H30.4.1
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 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

 

①　給料表の見直し
【　　実　施　　】

（給料表の改定実施時期）平成２８年４月１日

（内容）

②　地域手当の見直し
【　　実　施　　】

（実施時期）平成２８年４月１日

（内容）

　国基準では不支給地域であるため、久留米市においても不支給。

（参考）

国基準による支給割合

久留米市の支給割合

③　その他の見直し
【　　実　施　　】

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）
　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

　　　　③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）　１　一般行政職とは、福祉、民生などの事務及び土木、建設の設計などの業務に従事する職員です。

　　　　２　技能労務職とは、保育園の給食調理などの業務に従事する職員です。

　　　　３　「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　　４　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の

　　　　　　額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれて

　　　　　　いないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

平成２６年度

不支給

不支給

中核市 46.5 385,298 442,650

久留米市 45.4 381,480 419,640

福岡県 46.5 376,760 434,700

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

中核市 50.2 210 326,183 383,335 358,637

国 50.9 2,319 287,283                － 328,862

福岡県 56.6 449 325,346 377,990 353,751

久留米市 54.0 5 318,920 334,394 327,286

（Ａ） （国ベース）

区　　分 公務員

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

国 43.2 327,564 - 408,868

中核市 41.8 318,797 405,898 364,599

久留米市 42.6 325,287 396,580 355,913

福岡県 42.4 320,485 416,620 360,515

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り
組むとされている。

　行政職給料表について、国の平成２６年度の総合的見直し及び平成２７年度の給与の増額改定を踏まえ、平均１．４％引下
げ。激変緩和のため、５年間（令和３年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　国の改定内容を踏まえ、管理職手当、管理職員特別勤務手当、単身赴任手当及び退職手当について見直しを実施。（平成２８
年４月１日実施）

平成２７年度

不支給

不支給

平成２８年度

不支給

不支給

平成２９年度

不支給

不支給

平成３０年度

不支給

不支給

令和２年度

不支給

不支給

令和元年度

不支給

不支給
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 (2) 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 －

－ 円 －

円 円 －

－ 円 －

（注）　１　県内民間企業の初任給の額は、令和２年県職種別民間給与実態調査より抜粋。

　　　　２　全国民間企業の初任給の額は、令和２年国職種別民間給与実態調査より抜粋。

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(注）１　該当者がいない欄および該当が1名の欄については　「―」としています。

　　 ２　経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合の採用後の年数です。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和２年４月１日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

（注）１　久留米市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

１　　級 主事の職務
105 7.8 146,100 247,600

２　　級 高度の知識又は経験を必要とする主事の職務
123 9.2 195,500 304,200

３　　級 主任主事の職務
310 23.1 231,500 350,000

４　　級
1　主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程
度のものとして市長が別に定める職の職務
2　困難な業務を行う主任主事の職務

400 29.8 264,200 388,500

５　　級

1　課長補佐の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと
同程度のものとして市長が別に定める職の職務
2　困難な業務を行う主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が別に定める職の職務

194 14.5 289,700 396,000

６　　級
課長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度の
ものとして市長が別に定める職の職務

152 11.3 319,200 411,200

７　　級

1　次長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程
度のものとして市長が別に定める職の職務
2　困難な業務を行う課長の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が別に定める職の職務

31 2.3 362,900 444,900

８　　級
部長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度の
ものとして市長が別に定める職の職務

26 1.9 408,100 468,600

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

高　校　卒 - - - -

高等学校教育職 大　学　卒 - 395,538 418,704 428,324

中　学　卒 - - - -

技能労務職 高　校　卒 - - - -

高　校　卒 - 303,867 357,822 381,892

経験年数３０年　　　

一般行政職 大　学　卒 261,013 355,476 386,068 405,252

高　校　卒 165,800

区　　　         分 経験年数１０年 経験年数２０年　　　 経験年数２５年　　　

中　学　卒 －

高等学校教育職 大　学　卒 210,500 210,500

167,718

技能労務職 高　校　卒 152,700 －

高　校　卒 154,900 154,600 150,600 165,748

国 県内民間企業 全国民間企業

一般行政職 大　学　卒 188,700 188,400 186,700 204,381 205,599

区　　　分 久　留　米　市 県
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 (2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和２年４月１日現在）

 (3) 昇給への人事評価の活用状況

イ　人事評価を活用している

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

○ ○ 〇

○

令和２年４月２日から令和３年４月１日 管理職員 一般職員

○ ○

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

久留米市（R2）

国家公務員（R2)

昇 給

給

料

月

額

１級 7.8% １級 8.5% １級 8.5%

２級 9.2% ２級 8.2% ２級 9.1%

３級 23.1% ３級 25.2% ３級 24.3%

４級 29.8% ４級 28.4% ４級 29.0%

５級 14.5% ５級 14.0% ５級 13.5%

６級 11.3% ６級 11.3% ６級 11.2%

2.3% 2.5% 2.5%

1.9%
1.9% 1.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

（百円）
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）

千円　 千円　

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

(1.45) 月分 （0.90） 月分 （1.45） 月分 （0.90） 月分 （1.45） 月分 （0.90） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置有り 職制上の段階、職務の級等による加算措置有り 職制上の段階、職務の級等による加算措置有り

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

イ　人事評価を活用している

活用している成績率

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

(2) 退職手当（令和２年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） 定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

自己都合　　　　　 勧奨・定年

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（令和２年４月１日現在）
千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％医療職給料表適用職員 16.0 4 16.0

福岡市内 10.0 5 10.0

東京都特別区 20.0 5 20.0

支給実績（令和元年度決算） 17,532

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 318,764

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

47.709 47.709 47.709 47.709

3,930 21,445

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　   　　 応募認定・定年

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

久　　　　留　　　　米　　　　市 国

○ ○ ○

○

令和２年度中における運用 管理職員 一般職員

○ ○

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

－
1,504 1,646

2.60 1.90 2.60 1.90 2.60 1.90

久　　　留　　　米　　　市 県 国
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 (4) 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）
千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注）　職員1人当たりの平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制
度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 420

支給実績（令和元年度決算） 631,631

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 437

　　　　〃 高等学校教職員
学校の管理下において行われる部活動における生徒
に対する指導業務で週休日、休日等に行うもの

日額　2,700円

支給実績（平成30年度決算） 584,325

教員特殊業務手当 高等学校教職員
修学旅行等において児童又は生徒を引率して
行う指導業務で宿泊を伴うとき

日額　5,100円

　　　　〃 高等学校教職員
対外運動競技等において児童又は生徒を引率して行う
指導業務で宿泊を伴うもの又は週休日に行うもの

日額　5,100円

動物死体処理手当 職員
路上等で横死した犬猫等の死体収集業務に従
事したとき

日額　300円

教育業務連絡指導手当 高等学校教職員
主任等に発令された教諭が当該担当に係る業
務に従事したとき

日額　200円

結核患者訪問指導手当 保健所に勤務する職員 結核患者の家庭訪問指導業務に従事したとき 日額　300円

産業廃棄物等業務手当 職員
特別管理産業廃棄物の処理施設、積替及び保管施設
又は投棄現場等への立入調査に従事したとき

日額　300円

防疫作業手当 保健所に勤務する職員
感染症患者の救護、家畜伝染病の患畜の救護
又は病原体の付着した物件を処理したとき

日額　300円

移送手当 保健所に勤務する職員 入院させる精神障害者の移送に従事したとき 日額　300円

清掃作業手当
上津クリーンセンター及び宮ノ陣クリー
ンセンターに勤務する職員、又は浄化
センターに勤務する職員

ピットステージ及び破砕機等による粉塵飛散下におい
て、機器調整・清掃作業業務に従事したとき、又は汚
泥、しさの処理・清掃業務に直接従事したとき

日額　300円

狂犬病予防手当 保健所に勤務する職員
狂犬病予防注射の作業又は犬の捕獲の作業に
従事したとき

日額　300円

火葬業務手当 斎場に勤務する職員 直接火葬業務に従事したとき 日額　300円

行旅病死人等収容手当 職員 行旅病人又は行旅死亡人の収容に従事したとき
病人1人につき　800円

死亡1人につき　5,000円

手当の種類（手当数） 13種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（令和元年度決算） 12,983

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 196,712

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度決算） 4.0
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 (6) その他の手当（令和２年４月１日現在）

５　特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

円

円15,069,600 任期毎に支給

（１期の手当額） （支給時期）

市 長 給料月額×在職月数×支給率（50/100） 26,328,000 任期毎に支給

副 議 長 3.40

議 員

退
職
手
当

（算定方式）

副 市 長 給料月額×在職月数×支給率（35/100）

582,000 700,000 475,000

期
末
手
当

市 長 　　（令和元年度支給割合）

副 市 長 3.40

議 長 　　（令和元年度支給割合）

報
酬

議 長 683,000 827,000 584,000

副 議 長 616,000 748,000 504,000

議 員

1,180,000 707,000

副 市 長 897,000 974,000 696,000

1,390 円

区 分 給　　料　　月　　額　　等

給
料

（参考）中核市における最高／最低額

市 長 1,097,000

初任給調整手当

医療職など、専門的知識を有し、
採用による欠員の補充が困難な職
に採用された職員に対し、月額
160,100円を上限に支給

異なる
期間区分毎
の支給額

2,780 千円

0 円

管理職特別勤務手当

管理職が、臨時又は緊急の必要
により、週休日又は休日等に勤
務した場合、15,000円を上限に
支給

異なる
職務毎の支
給額

6,318 千円 45,453 円

宿日直手当
宿直勤務又は日直勤務を命ぜ
られた職員に対し、勤務１回に
つき4,200円を支給

異なる
5時間未満
の半減支給
の取り扱い

0 千円

840,401 円

休日勤務手当
休日に勤務することを命じられた
職員に対し、その勤務1時間当
たり給与額×1.35の額を支給

同じ － 8,429 千円 18,648 円

管理職手当
管理職に対し、職務の特殊性に
基づき、68,600円～101,300円を
定額支給

異なる
職務毎の支
給額

199,175 千円

100,428 円

単身赴任手当

勤務地の変更に伴ない、配偶者
と別居し、単身で生活しなけれ
ばならない職員に対し、30,000
円～100,000円を支給

同じ － 2,430 千円 607,500 円

通勤手当
通勤距離が２㌔以上の職員に対
し、交通用具・距離区分に応じて
55,000円を上限に支給

異なる
交通用具・
距離区分毎
の支給額

155,664 千円

259,022 円

住居手当
借家等に居住する職員に対し、
28,000円を上限に支給 同じ － 134,575 千円 286,330 円

扶養手当
扶養親族のある職員に対し、１
人につき6,500円～10,000円を
支給

同じ － 221,205 千円

（令和元年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （令和元年度決算） 平均支給年額

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり
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６　職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数とは、一般職に属する職員数のことで、地方公務員の身分を保有する休職者などを含み、市長などの

　　　　　特別職や教育長、県からの派遣職員、非常勤職員を除いた実配置数です。なお、教育部門には市立高校教職

　　　　　員を含みます。

　　　２　市は、この他に再任用職員、任期付職員、会計年任用職員などを必要に応じて任用しています。

　　　３　公営企業等会計部門のその他とは、国民健康保険・競輪・市場・介護・後期高齢者医療などの特別会計のこ

　　　　　とです。

　　　４　[     ]内は、条例定数の合計です。

 (2) 年齢別職員構成の状況（令和２年４月１日現在）

　

21 1,880184 245 288 226 198 183

人 人 人 人 人

7 52 150 147 179
職員数

人 人 人 人 人 人 人 人

43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

[     2,046     ］ [     2,046     ］

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳

小　計 226 224 -2

合　　計
1,885 1,880 -5 ＜参考＞

人口１万当り職員数　　61.58人

そ　の　他 100 101 1

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

水　　　道 74 73 -1

下　水　道 52 50 -2

教　　　育 275 288 13

小　計 1,659 1,656 -3
＜参考＞
人口１万当たり職員数　　54.24人
（中核市の人口１万当たりの職員数　　63.30人）

土　　　木 234 233 -1

計 1,384 1,368 -16
＜参考＞
人口１万当たり職員数　　44.81人
（中核市の人口１万当たりの職員数　　45.63人）

農林水産 93 91 -2

商　　　工 51 50 -1

衛　　　生 208 205 -3

労　　　働 9 9 0

民　　　生 301 306 5

総　　　務 371 360 -11 事務の統廃合縮小

　
　
　
普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

一
般
行
政
部
門

議　　　会 13 13 0

税　　　務 104 101 -3

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

職　　　員　　　数 対前年
増減数

主　な　増　減　理　由
平成31年 令和2年

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60

構成比

５年前の構成比

年齢

％
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 (3)職員数の推移
（ 単位 ： 人 ・ ％ ）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

７　公営企業職員の状況

 (1)水道事業
  　① 職員給与費の状況
     ア　決算

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　２　職員数は、令和２年３月３１日現在の人数です。

　　　３　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれますが、職員数には当該職員を含んでいません。

　　　４　団体平均とは、政令指定都市を除く市町村の平均です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　基本給には給料のほか、地域手当、扶養手当を含みます。

　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等全ての手当を含みます。

　　　３　団体平均とは、政令指定都市を除く市町村の平均です。

③ 職員の手当の状況
 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

　 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置有り 職制上の段階、職務の級等による加算措置有り

（注）　１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　　２　団体平均とは、政令指定都市を除く平均です。

イ　地域手当（令和２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％- - - -

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

（1.45） (0.90) － －

支給実績（令和元年度決算） 0

１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）

1,528 1,522

2.60 1.90 － －

団　体　平　均 44.2 339,529 512,723

久　　留　　米　　市 団　　体　　平　　均

6,165千円

区　　　分 平　均　年　齢 基　　本　　給 平均月収額

久　留　米　市 43.2 330,255 507,155

　　　　計　　　Ｂ Ｂ／Ａ　　 一人当たり給与費

令和元年度 78人 304,655千円 54,005千円 123,761千円 482,421千円 6,185千円

区分 職員数 給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費 一人当たり給与費 （参考）団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

令和元年度 3,915,640千円 688,544千円 526,125千円 13.4% 12.7%

職員給与費比率 前年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

総合計 1,884 1,881

実質収支

区分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める （参考）

1,876 1,887 1,885

(0.4%)

224 -10 (-4.3%)

1,880 -4 (-0.2%)

公営企業等会計計 234 233 235 232 226

普通会計計 1,650 1,648 1,641 1,655 1,659 1,656 6

288 15 (5.5%)

1,368 -9 (-0.7%)

教育 273 271 267 269 275

一般行政 1,377 1,377 1,374 1,386 1,384

　　　　　　　　　区　　分
部　　門

H２７年 H２８年 H２９年 H３０年 R元年 Ｒ２年
過去５年間

の増減数（率）
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ウ　特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

オ　その他の手当（令和２年４月１日現在）

 (2)下水道事業
  　① 職員給与費の状況
     ア　決算

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　２　職員数は、令和２年３月３１日現在の人数です。

　　　３　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれますが、職員数には当該職員を含んでいません。

　　　４　団体平均とは、政令指定都市を除く市町村の平均です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　基本給には給料のほか、地域手当、扶養手当を含みます。

　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等全ての手当を含みます。

　　　３　団体平均とは、政令指定都市を除く市町村の平均です。

団　体　平　均 44.2 339,529 512,723

6,165千円

区　　　分 平　均　年　齢 基　　本　　給 平均月収額

久　留　米　市 41.7 309,220 490,423

　　　　計　　　Ｂ Ｂ／Ａ　　 一人当たり給与費

令和元年度 52人 207,094千円 45,785千円 76,968千円 329,847千円 6,343千円

区分 職員数 給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費 一人当たり給与費 （参考）団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

令和元年度 6,373,414千円 665,079千円 248,614千円 3.9% 3.9%

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

実質収支 職員給与費比率 前年度の総費用に占

区分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める （参考）

23,105 円

管理職特別勤務手当

管理職が、臨時又は緊急の必要
により、週休日又は休日等に勤
務した場合、15,000円を上限に
支給

同じ ― 85 千円 9,444 円

休日勤務手当
休日に勤務することを命じられた
職員に対し、その勤務1時間当
たり給与額×1.35の額を支給

同じ ― 439 千円

87,613 円

管理職手当
管理職に対し、職務の特殊性に
基づき、68,600円～93,400円を
定額支給

同じ ― 7,799 千円 866,556 円

通勤手当
通勤距離が２㌔以上の職員に対
し、交通用具・距離区分に応じて
55,000円を上限に支給

同じ ― 6,571 千円

214,304 円

住居手当
借家等に居住する職員に対し、
28,000円を上限に支給 同じ ― 6,826 千円 296,783 円

扶養手当
扶養親族のある職員に対し、１
人につき6,500円～10,000円を
支給

同じ ― 12,001 千円

異同 なる内容 （令和元年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 の制度との の制度と異 （令和元年度決算） 平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 271

一般行政職 一般行政職 支給実績

支給実績（平成30年度決算） 27,086

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 387

支給実績（令和元年度決算） 19,800

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

保安手当 企業局職員 保安勤務に従事したとき １回　1,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 13,081

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度決算） 45.7

手当の種類（手当数） 1種類

支給実績（令和元年度決算） 484
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③ 職員の手当の状況
 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

　 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置有り 職制上の段階、職務の級等による加算措置有り

（注）　１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　　２　団体平均とは、政令指定都市を除く平均です。

イ　地域手当（令和２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

ウ　特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

オ　その他の手当（令和２年４月１日現在）

12,207 円

管理職特別勤務手当

管理職が、臨時又は緊急の必要
により、週休日又は休日等に勤
務した場合、15,000円を上限に
支給

同じ ― 117 千円 19,500 円

休日勤務手当
休日に勤務することを命じられた
職員に対し、その勤務1時間当
たり給与額×1.35の額を支給

同じ ― 354 千円

87,867 円

管理職手当
管理職に対し、職務の特殊性に
基づき、68,600円～93,400円を
定額支給

同じ ― 4,728 千円 788,000 円

通勤手当
通勤距離が２㌔以上の職員に対
し、交通用具・距離区分に応じて
55,000円を上限に支給

同じ ― 5,272 千円

259,567 円

住居手当
借家等に居住する職員に対し、
28,000円を上限に支給 同じ ― 4,161 千円 231,167 円

扶養手当
扶養親族のある職員に対し、１
人につき6,500円～10,000円を
支給

同じ ― 7,787 千円

異同 なる内容 （令和元年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 の制度との の制度と異 （令和元年度決算） 平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 433

一般行政職 一般行政職 支給実績

支給実績（平成30年度決算） 25,696

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 476

支給実績（令和元年度決算） 23,366

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

- - - -

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度決算） 0.0

手当の種類（手当数） 1種類

- - - -

支給実績（令和元年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

（1.45） (0.90) － －

支給実績（令和元年度決算） 0

１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）

1,283 1,522

2.60 1.90 － －
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